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＜社会福祉法人（老人福祉施設）における生活困窮者等への生活支援機能に関する調査研究事

業報告より＞ 

 

１．法人設立認可年 

法人の設立年では 1980～1989 年が最も多い。介護保険法が施行された 2000 年以降に設立さ

れた法人は 18.5％である。 

 

 

 

社会福祉法人（老人福祉施設）における地域福祉活動について 

公益社団法人 全国老人福祉施設協議会 
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２． 「主たる拠点」における自治体情報の把握状況 

○ 「主たる拠点」の自治体情報は、90.0％が入手していると答えている。入手方法は「直接担当課と

連絡」が最も多く、「自治体ホームページを閲覧する」「行政説明会に出席する」と続いた。 

○ 収集内容は、「介護保険事業計画」93.0% 「高齢者保健福祉計画」83.9% 「介護・福祉事業指導

におけるローカルルール」64.2% が上位となった。その理由としては「経営の方向性を定めるため」

「地域の福祉的街づくりを支援するため」が挙げられている。 

○ 一方、介護保険事業計画の元になる「日常生活圏域ニーズ調査の報告内容」や、地域包括ケア

システムにおける「高齢者の住まい」の観点から「高齢者居住安定確保計画」については 2 割程

度と他の項目に比べ低かった。 
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３． 「主たる拠点」における生活困窮者等への地域支援の状況 

① 生活困窮者等に関する情報収集の状況 

○ 情報収集については、「はい」が 51.2％（N＝563）、「いいえ」が 48.8％（N=536）と、回答は拮抗

する結果なった。 

○ アンケートでは「いいえ」と答えた法人に、その理由を選択してもらった。最も回答数が多いもの

は「必要性は感じているが、何をしてよいかわからない」となっている。 

○ また、「必要性は感じているが、業務多忙のためにできない」もほぼ同数であった。一方で、「い

いえ」と答えたうちの 1 割が「必要性を感じない」と回答している。 

 

 

② 情報収集の方法 

○ 地域において何らかの支援を要する者の情報の把握については、「地域社会の連携機関からの

要望」が 279 件と最も多く、「14.地域包括支援センター（受託）」（225 件）、「１．個人面談」（176 

件）、「４．自治会・町内会」（138 件）と続いている。 
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４． 「主たる拠点」における平成 24 年度の「生活困窮者等」へ支援の実施状況 

○ 生活困窮者等（何らかの支援を必要とする人々）への支援の実施状況では、「1.社会福祉法人

減免」を実施していると答えたのは 62.5％、以下「16.福祉・介護相談」43.3％、「17.相談窓口設

置（情報・サービス提供）」39.7％、「2.利用者負担の軽減」25.6％、「3.定期的な訪問（話し相手、

安否確認）」21.5％と続く。 

○ 上記以外の項目については「実施していない」が大半となった。 

 

 

○ 主要な各項目の「実施なし」の理由については、以下に示すとおり。 

「社会福祉法人減免」、「利用者負担軽減」については、「その他」を除き（以下同じ）、「財源確保

が困難」と答えた法人が多い。 

○ 本会にて実施した「平成 24 年度収支状況等調査報告書」（平成 26 年 2 月）において、「利用
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者負担軽減制度を実施している」と回答した特養は 1,476 施設で、全体の 67.9％に及ぶ

（n=2,174 施設）。 

○ 一方、「実施していない」と回答した特養は 32.1％（697 施設）であり、そのうち「市町村で実施し

ていない」と回答した特養は 12.6％（88 施設）、「市町村で実施しているが、当施設では実施して

いない」と回答した特養は 34.4％（240 施設）、「当施設では実施しているが、本制度の対象者が

いない」と回答した特養は 47.2％（329 施設）。また、利用者負担軽減制度の平均実施額は

330,874 円となっている。 

○ 対象者が少ない実態もあるが、実施していない市町村に対して本制度実施への理解を求めるこ

とも含め、対象者には実施できるよう、法人としての対応を検討しておきたいところである。 

 

５． 生活困窮者等に関する情報把握の有無 

○ 情報把握の実施の有無と生活困窮者等への支援の実施状況の関連については、「情報把握を

行っている社会福祉法人」の方が行っていない法人と比べて、様々な生活支援サービスを実施

している割合が高いことがわかった。 

○ この結果は、生活困窮者等への支援を充実させるために、情報収集の重要性を示唆するもので

あると言える。 
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＜法人規模別＞ 

○ 社会福祉法人の規模と「社会福祉法人減免」、「利用者負担軽減」の実施状況の関連について

は、「大規模な社会福祉法人」の方が小規模法人と比べて、実施している割合が高かった。ただ

し、「社会福祉法人減免」については、以下に留意する必要がある。 

定員数が多い大規模法人の場合、対象者数も多いと予想されること。 

定員数が少ない小規模法人であっても、対象者数の母数に対して、大規模法人以上に実施し

ている場合もあること（例えば、定員 100 人のうち 3 人と定員 50 人のうち 3 人の場合）。 

そもそも自治体が実施していない可能性があること。 

○ 一方、「移送サービス（車での送迎）」、「通院の支援」、「余暇活動（レクリエーション・行事）」、

「福祉・介護相談」、「相談窓口設置（情報・サービス提供）」、「福祉・介護機器の斡旋・貸出」、

「宿泊施設の供与・食事の提供」、「貸付金の斡旋」については、小規模法人の方が大規模法人

よりも実施割合が高くなっている。本調査では、これらのサービスを実施している母数が少ないた

め、この実態の詳細把握には至らなかったが、今後事例の集積が必要である。 
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＜法人設立年別＞ 

○ 法人の設立年と生活支援サービスの実施状況の関連については、ほぼすべての生活支援サー

ビスについて、「介護保険施行前（2000 年以前）に設立された社会福祉法人」の方が、施行後

（2001 年以降）に設立された法人に比べて、サービスを実施している割合が高かった。 

○ 介護保険制度の導入を境に、法人の設立年によってサービス提供の実施状況に差が生じたこと

は、慈善・博愛と捉えていた福祉事業に対し、「措置から契約へ」と経営が質的に変化したことに

よって、社会福祉事業者のあり方が変容しているのではないか。設立年をはじめ、介護保険制度

創設の影響による社会福祉法人の質の変化も勘案した議論が必要ではないか。 

○ 2001 年以降に設立された介護事業行う法人は、介護事業以外の地域の福祉ニーズにも目を

向け、生活支援サービスの提供によって地域福祉に寄与する社会福祉法人としての使命を果た

すことが求められる。 

○ 社会福祉法人ごとに歴史と理念が異なる中で、改めて社会貢献・地域支援事業に積極的に取り

組む姿勢を育むことが重要である。 
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＜単独施設（特養・養護・軽費）と複数事業所の有無別＞ 

○ 特養のみ・養護のみ・軽費のみを運営する社会福祉法人と、複数業種を運営する社会福祉法人

によって、生活支援サービスの実施状況に差異があるかを分析した。なお、「三つのうちどれかは

持っている」は、例えば、「特養＋通所介護」のように、特養・養護・軽費のうちひとつと何らかの事

業所を有している場合を指す。また、養護のみ・軽費のみについては、母数が少ないためあくま

で参考値としてご参照いただきたい。 

○ 「三つのうちどれかは持っている社会福祉法人」の方が、おおむね単独施設よりは実績が高くな

っていることから、複数施設・事業所を有する方が生活支援サービスの展開にも重要な要素とな

るものと思われる。 

○ 一方で、例えば「養護のみ」における「日用品・被服の支給」、「宿泊施設の供与・食事の提供」に

ついては、「特養のみ」におけるそれより構成比としては高い。このことから施設類型によって、そ

れぞれの生活支援サービスに対して有するノウハウが異なる可能性が示唆される。 

○ 今後、各施設として生活支援を行ううえでのノウハウの集約を行い、社会福祉法人として施設・事

業所横断的にそのノウハウを共有し、生活支援サービスの展開を図っていく必要がある。 
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＜地域包括支援センター・老人介護支援センターの保有の有無別＞ 

○ 地域包括支援センター及び老人介護支援センターの保有（併設）の有無と生活支援サービスの

実施状況の関連については、「どれか一つは設置している社会福祉法人」の方が「全体」及び

「いずれも設置していない法人」に比べて、実施している割合が高かった。 

○ 地域包括支援センターと老人介護支援センターは、介護保険法・老人福祉法に位置付けられた

高齢者の総合相談窓口として、高齢者が住み慣れた地域で生活を継続できるよう機能を発揮し

ていることが集計結果から伺える。 

○ 特に、老人介護支援センターは、地域包括支援センターと比較して職員配置基準が緩やかであ

り、より柔軟な展開が可能であることから、生活支援サービスを充実・展開するための窓口として

有効であると言える。 
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５． 職員派遣（地域社会との連携）の実績 

○ 職員派遣（地域社会との連携）の実績と生活支援サービスの実施状況の関連については、「11 

回以上の職員派遣実績のある社会福祉法人」の方が 1～10 回の派遣実績の法人に比べて、サ

ービスを実施している割合が高かった。地域社会との日常的な連携機会の増大を図ることが、生

活支援サービスの充実・積極展開に繋がる。 

○ なお、「地域社会との連携」に係る項目は、地域においてフォーマル、インフォーマルなネットワ

ークの連携を実現し、地域福祉の充実を図るためには、行政、事業者、関係団体、地域住民、自

治会等の様々な力が発揮されるような体制づくり・関係づくりを行うことが重要である。 

 

○ 施設・事業所以外への職員派遣の費用試算については、仮に１回あたり４時間として最低賃金

764 円/時間額による人件費を所要経費とした場合、図表 54 のとおりとなり、例えば、「自治会・

町内会」への派遣は年間約 7 万円となる。 

○ 公的制度外の項目（５～８の項目）において、実質的に下表の金額を負担していると考えれば、

老人福祉施設を運営する社会福祉法人の役割は非常に大きいと言えよう。 

○ 図表 54 では最低賃金を用いて試算を行ったが、地域や社会に対する社会福祉法人の貢献度

を可視化する仕組みづくりが求められる。 
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６． 生活困窮者等への支援の事例 

 

① 行政や地域社会との連携：社会福祉法人北海長正会（北海道）、社会福祉法人藤野園（群馬県） 
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<定期的な訪問、安否確認、受け入れ> 

・ 定期訪問（安否確認他）・・・在宅介護支援センターの業務として実施。ケアマネジャーとの連携の

必要性を感じている。 

・ 地域包括支援センター、民生委員と連携し、相談機能の役割を担っている（高齢者、障害者、生

活困窮者等）。安否確認電話も行っている。 

・ 台風、地震等の災害時、援助を必要とする高齢者及び障害者を含む高齢者世帯の見守り、安否

確認を行っている。その際、緊急避難が必要な場合は、避難先として宿泊受け入れにも対応して

対応している。 

・ 行政と連携（福祉事務所長に身元保証人になってもらう等）して積極的な受け入れを行っている。 

・ ケアハウスでも生活保護受給者の方々を積極的に受け入れるように努めている。 

・ 高齢者虐待の緊急一時宿泊事業を行っていて、365 日受入れ体制を整えている。 

<相談/相談窓口> 

・ 地域包括支援センター、居宅介護支援センターからの情報を得て、福祉、介護の相談を行ってい

る。今後も生活困窮者の支援を積極的に行なって行きたいと考えている。 

・ フリーダイヤル設置による介護・福祉の 24 時間無料相談を実施している。 

・ 法人の全事業所に「福祉無料相談」の看板を掲げて、種別に関わらない相談を受け付けている。

また、法人ホームページにメール相談用の窓口を設定している。これは電話相談とともに法人本部

が受け付け、一定の聞き取りの上、支援が可能な事業所へつなぐようにしている。法人全体では多

様な種別の事業を経営しており、また常に事業所間で人事異動を行うことから、事業所窓口の対

応に幅ができると考えている。ただし、最も利用されている方法は、ホームページからのメール相談

で、次は電話相談であるが、件数としては年間に 10 件程度である。 

・ 地域包括支援センターを併設している事業所として、地域からの相談窓口における機能強化に

重点をおいている。また、介護サービス（通所介護、訪問介護等）利用についてもプラン作成を行う

居宅介護支援事業所、介護予防支援事業所における生活困窮者事例を積極的に受託している。 

・ 市内の交通の便がよいところ、人通りが良いところの建物物件を賃貸し、経験豊富なケアマネジャ

ーを 1 名常時配備することで、一般の方々の福祉及び介護保険に関する疑問・相談事を解決し

ていただくお手伝いをしている。 

・ 地域社会との連携による情報の収集や福祉・介護相談を実施する中で、権利擁護、虐待、低所

得及び介護等について、関係機関や施設・事業所と連携しながら利用者に必要な助言やサービ

スにつなげている。 

<余暇活動> 

・ 余暇に関しては、大小問わず、数多く実施しています。特別養護老人ホームに入居されている高

齢者はほぼ全員と言っていいほど、生活に支援を要する方々である。施設法人の考え方として、

余暇活動、楽しみ、生きがいも当然生活の一部と考えて常に行動している。現在においては特に

音楽に力を入れている。又、外部へのアピールとしてフェイスブックも活用している。 

・ 地域への施設設備の開放、地域高齢者のグラウンドゴルフ大会開催、施設主催の夏祭り開催、

地域行事の手伝い（準備）。 

・ 運営上の事業とは別に、社会福祉法人の社会的使命として、震災で被災し近隣の仮設住宅に入

居されている方々を対象に交流事業（夏祭りの開催、芋煮会、茶話会等）を積極的に実施してい

る。 
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② 配食サービス:社会福祉法人志摩会（福岡県） 

 

 

 

・ 配食サービス事業においては、65 歳以上の一人暮らしの方、高齢者のみの世帯の方、老衰、障

害、傷病等の理由で、自分で食材の調達や調理をすることが困難な高齢者等の在宅生活を支援

するため毎週火、金曜日の週 2 回夕食の提供を行っている。高齢者が安心して自分らしく自宅で

在宅生活を行えるようサービスにつなげつつ、身近な地域住民からの見守り、支え合いの活動も

取り入れていきたい。 

・ 法人の自主事業として、高齢者向けの食事宅配サービスを実施している。（自主財源） 

・ 配食サービス 1 年間 19,661 食（24 年度実績）。孤立死等の防止のため、安否確認の徹底から

緊急時の連絡体制を整備して取り組んでおり、この 2～3 年間で数名の方の異変に気づき、病院

搬送や家族への連絡、また支援センターとの連携から継続的な見守り活動へとつなげている。また、

年 1 回の栄養士等による自宅訪問も実施し、食への自立及び在宅生活継続の支援に取り組んで

いる。 

・ 配食サービス（年間 4,108 食提供）。 在宅の高齢者の方等が健康で自立した生活を送ることが

できるよう、栄養バランスのとれた食事を提供している。お弁当の配達は、ボランティアの協力を得

ている。 

・ 高齢者配食サービス事業については、高齢者の食の確保はもちろんのこと、安否確認を重要視

している。配食サービス事業において、在宅での死亡が 3 例確認されているが、24 時間以内で

の死亡確認がされ、家族、警察、消防との連携体制が構築され、孤独死を長期間にわたり、放置
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する事がないことが挙げられる。 

・ 独居老人に見守りを兼ねて昼食弁当を配達している。自営給食施設の為、常に温かい食事を提

供しており地域住民に喜ばれている。 

 

③介護保険に縛られない法人独自の取組み：社会福祉法人東蒲原福祉会（新潟県） 

 

 

 

・ 社会福祉法人として地域のセーフティネットの役割を果たすべく、法人後見事業を自主事業とし

て実施している。（自主財源） 

・ 在宅支援として、介護保険対象ではない方に積極的に訪問、支援を行っている。 

・ 介護保険サービスの訪問介護サービスについては、制度による制限があるため、独自事業として

制度対象外の方にサービス提供を行っている。事業内容は保険制度とほぼ同内容ながら、料金は

利用者負担のみとなるため、高額にすることはできず、法人の持ち出しで行っている。当該事業に

関する会計を区分経理していないため、すぐには支出額を計算できない。 

・ 生活困窮者等を明確な対象とした事業は実施していないが、フォーマルサービス（介護保険事業、

障害者自立支援事業、資金貸付事業等）及びインフォーマルサービス（会食会、配食サービス、一

般相談事業等）の利用者の中には、結果的に生活保護世帯又はそれに準ずる世帯の方も含まれ

ている。 

・ 行政機関及び地域包括支援センターの要請を受け、生活困窮者等への支援を実施しているが、

社会福祉法人として独自に実施することで、機関との連携の流れを変えてしまうことになるので、現

状のままで支援を行っている。 
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＝まとめ＝ 

 

【生活困窮と社会福祉】 

生活困窮者の存在や生活困窮という問題は、わが国がいかに発展を遂げようと根絶することはで

きない（相対的貧困の存在）。しかしながら、社会保障制度の充実や地域社会の再構築・活性化な

ど、公私を問わない取り組みと相互連携を進めることで、生活困窮を可能な限り縮小していくことは

可能である。さらに言えば、貧困等の課題で最も憂慮すべきものの一つである“貧困の固定化”“貧

困の連鎖”を回避し、何らかの要因（疾病・障害・失業等）で“一時的な”生活困窮に陥った者が、自

らに合った生活支援を受けることで再浮上していくという“階層間の流動化”を目指すことが最も重要

である。 

狭義の所得再分配ではなく、人的資源や精神的な支援を含めた多様な資源の再分配による生活

困窮問題の縮小の取り組みは、現に生活課題を抱えている者のみならず、全ての者が安心できる

社会、諦念に沈むことなく明日への希望を抱くことができる活気ある社会の実現に大きく貢献するこ

ととなる。 

ところで、生活困窮の態様は極めて多様であり、生活困窮者自立支援法に規定される経済的困

窮のみを指すものではない。さらには、全世代や地域等を問わない共通・普遍的な問題（これらは制

度的アプローチが必要）があると同時に、年齢や心身状況といった個人の属性で異なるものや、地

域や周辺環境にも左右されるものも併存している。公私を問わず、また分野横断的な取り組みが必

要とされる所以がこの共通性・普遍性と多様性・個別性の併存状態にあると考えて良い。 

上記の併存状態に対する支援体制をいかに構築していくかは、まさに地域がその特性をふまえ

つつ自ら思索するべきものである。また、実際の生活困窮者のニーズや生活困窮の態様が包括的

かつ複合的なものである以上、これを細分化し、個別に専門的な支援を展開していくという手法では

なく、制度的には分断状態にある個々の資源を調整し、地域の資源も合わせた支援の連続領域と

持続性を確保していくことが求められている。 

 

【社会福祉法人の直面する課題】 

このような社会の要請に対し、いかなる資源を持って対応していくかであるが、社会福祉法人はま

さに今日的な課題に直面していると同時に、これからの社会における新たな役割という点で大きな可

能性を展望できる状況にあると言える。 

社会福祉協議会や共同募金会以外の社会福祉法人は、いわゆる社会福祉事業を行うことを目的

として設立され今日に至っている。ところで、これらの社会福祉事業のほとんどは対象者等を限定し

つつ細かく設定されているため、特に小規模であるほど“法人としての活動が事業の制約を受ける”

という構造に陥りやすい。社会福祉法人の抱える課題の一つがまさにここにあると言えるが、つまると

ころそれは従来の細分化された事業主体の意思や行動が法人全体の意思や行動を拘束するという、

いわゆる下位構造が上位構造を決定する図式に起因する課題である。 

この図式を大きく転換すること、つまり従来の細分化した事業からの発想ではなく、“上位構造で

ある社会福祉法人の使命”を出発点とする発想への転換をそれぞれの法人がなしうるかが重要な鍵

を握ることとなる。本章ではことさらに「老人福祉施設」という言葉を避け、「社会福祉法人」を用いて

いるのはこのような意図に基づくものである。法人の理事会が十分に機能し、地域に目を向けて何を
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なしうるかという可能性に目を向けて議論が行われるならば、法人の規模を問わず、また、従来の事

業の制約からも解放された柔軟な発想と行動が可能となる。 

昨今では、法人の大規模化・多機能化の効能が主張されている。財政面での体力や新規事業等

への投資にかかる余力という点でもスケールメリットがあることは事実である。しかしながら、今回の調

査では利用者負担の減額等の一部の項目を除き、法人の規模と地域での生活支援機能の展開状

況には相関が認められていない。 

この結果の意味するところは重要である。つまりは小規模法人が合併等により大規模化することは、

法人経営の体質強化には資するものの、本来の目的であるところの「地域展開・社会貢献の活性化」

は、大規模化によって自然に実現していくわけではないことを意味している。そればかりか、大規模

化により経営体質が強化されたという側面のみが強調されることで、社会福祉法人以外の分野から

の指摘がより大きくなるという危険性すらはらんでいるとも言える。社会福祉法人の地域展開・社会

貢献が不十分との指摘に対し、その要因の所在を考えるならば、従来想定されてきた法人の規模で

はなく（経済的な側面でなく）、前述の意思決定の構造（下位構造が影響する構造）にその大きな要

因を推定することが妥当であると考えるものである。 

従って、今後の社会福祉法人のあり方を法人自らが検討する場合には、理事会の本来機能の回

復と、理事者のより多様な視点・思考の醸成が不可欠であり、経営体質の強化にかかる従来からの

研修と並んで、これら理事者のステップアップのための研修の充実が必要となる。 

 

【本調査の示唆するもの】 

次に、本調査から生活支援の実施状況（利用者負担減免などを除く。）を総括すると、「法人設立

年」「地域包括支援センター・老人介護支援センターの有無」等の項目が、生活支援の実施状況と

有意な関係にあるという結果となっている。本調査では、この有意差の要因までを確定することは不

可能ではあるが一定の示唆に富む結果となっている。 

① 自然状態において社会福祉法人が地域で認知されていくためには一定の年数経過が必要で

ある。しかしながら、法人側の積極的な地域展開の姿勢如何で地域の理解は大きく変わるものであ

るため、法人設立年が生活支援の実施状況と有意な差があるという結果は、“多くの社会福祉法人

が地域展開を意識していない”ことで、自然放置状態での法則が支配的となり、法人設立年との有

意差として現れたものであると捉える事ができる。 

② 地域展開なり生活支援の実施に際しては、その“必要性”を認識する、つまり法人周辺の地域

住民の生活実態や課題を認識することが不可欠であるが、その情報源としては施設サービス以外の

事業展開が重要な鍵を握ること。 

このうち、後段の施設サービス以外の事業展開は今後の社会福祉法人のあり方を考える時に重

要なものとなる。言うまでもなく施設サービスは、その専門性・集中性・連続性等の点においては究

極の形態である。一方で、地域で生活していた時に多方面で抱えていたニーズが全て集約してしま

うため、施設サービスから逆算して周辺の地域のニーズを認識することは困難となる。調査分析と並

行実施した積極的な法人のヒアリングでも「在宅サービスを実施して、はじめて地域住民が抱えるニ

ーズが多様かつ深刻であることがわかり、法人として検討をはじめるきっかけとなった」というコメント

を得ている。 

本調査及びヒアリング等を含め、今後の社会福祉法人の生活支援のあり方を展望するならば、先

に述べた法人としての意思決定構造の変革とともに、地域の情報収集のための事業展開が検討さ
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れることが適切であると考えられる。情報は、法人・施設がそこに存在するだけでは得られるものでは

ない。また、幅広く情報を入手しようとするならば、従来の事業の枠組みからも解放された柔軟な発

想で地域に出向いていく必要がある。少なからずの法人では、施設サービス以外の居宅サービス

（通所介護・短期入所・訪問介護）や居宅介護支援を展開している。また、調査結果からも地域包括

支援センターや在宅介護支援センターの受託が生活支援事業の実施と有意な関係にあることとな

っている。 

あえて厳しい意見を述べるならば、上記のうち介護保険に規定する居宅サービス・居宅介護支援

は、地域ニーズの“一端”を知りえるに過ぎない不十分なものであり、法人の理念の終着点とするに

はあまりに部分的なものであるという認識に立つべきではないだろうか。もとよりこれは従来から積極

的にこれらのサービスを展開している熱心な社会福祉法人を否定するものではなく、またこの事業

展開で地域の要介護者・要支援者やその家族の生活の質の向上に寄与しているという現実を否定

するものではない。それでもなお、これらのサービスはあくまでも“介護ニーズ”という、①地域住民の

抱える生活課題の一部であること、②介護保険の対象者のみのニーズであること、等の限界がある。

従って、この領域に留まる限りは、社会福祉法人がその持てるポテンシャルのごく一部のみが限られ

た対象者のみに還元されるという図式を大きく超えていくことは困難と言わざるを得ない。 

しかしながら、どのようにこの壁を乗り越えていくかについては、最適の指針なり具体的な方法論

が提示されているわけでもない。少なからずの社会福祉法人がこの具体的な方法論を前にして躊躇

したり思考停止状態に陥ったりしていることも推測されるものであり、先進的な社会福祉法人の取り

組み事例を集約・検証した地域展開のための参考書なりマニュアル等が必要となってくる。 

（関西福祉大学 社会福祉学部准教授 谷口 泰司） 

 

 

社会福祉法人が果たすべき生活困窮者等への支援については、本調査研究事業の場合、生活

困窮者等を生活困窮者自立支援法に規定する経済的困窮者にのみ限定するものではなく、各法

制度の谷間にある人を対象としたことから、社会福祉法人がそういった対象者をどう支援し、また支

援するための取り組みを仕組みとして持ち、ニーズ発掘のために如何なる方策をとってきたのかを明

らかにするものであった。そして、地域との連携を踏まえ、生活困窮者等への支援について積極的

な支援を果たしている法人にも聞き取りを行い、先駆的な取り組みとして紹介した。 

本調査研究事業の報告書を締めくくるにあたって、結論的には「社会福祉法人としての挑戦」が

必要であるとの一言に尽きる。「社会福祉法人としての挑戦」といった場合、何に向けた挑戦なのか、

また挑戦の狙いや目的が必要である。 

ひとつは、全国の特別養護老人ホームの定員が約 52 万人のところ、現在の待機者が約同数の

52 万人、10 年ほど前には待機者が約 42 万人。この 10 年間に約 10 万人が特別養護老人ホー

ムへの入所を必要とする高齢者が増加したことがうかがえる。このような背景を考えると、人材難に喘

ぐ高齢者施設にとっては、一筋縄ではいかない実情であることも理解しているつもりだが、現在入所

しておられる高齢者、そして今後入所するであろう高齢者の生活支援を中心に業務を組み立ててい

れば、経営的にも何ら支障はないはずである。 

さらに、政府が打ち出している地域包括ケアシステムにおいて、地域貢献を使命とする社会福祉

法人が、生活困窮者に向けた支援を「新たな挑戦」として取り組む必要があることも事実である。 

今回、調査にご協力頂いた北海道の社会福祉法人北海長正会では、地域住民との密な話し合
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いを経て小学校の跡地を利用した生活支援事業を展開し、また福岡県の社会福祉法人志摩会で

は、生活支援の一環で配食サービスを軌道にのせている。そして群馬県の社会福祉法人藤野園で

は、介護保険外での短期入所を生活支援の一環で実施し、同じように新潟県の社会福祉法人東蒲

原福祉会でも、介護保険外での訪問介護「まごの手サービス」を展開し、成功を収めている。 

これら、生活困窮者等に向けた生活支援を積極的に展開している社会福祉法人に共通する点は、

いずれも地域に対するトップの熱い思いと、それにも増して、職員への丁寧な説明があったことであ

る。逆にいえば、トップが地域に対して情熱をもった取り組みは、多くの施設でみられるが、企画を成

功にまで導くには、職員への十分な語りかけが不可欠ともいえる。 

職員は、「どうして、介護保険外の仕事まで、仕事としてやるのか」という疑問や、業務量が増える

ことへの心配が頭をよぎる。それをチャンスととらえ、地域のなかでの社会福祉法人の役割や、施設

の機能を十分に、そして丁寧に説明し、またその結果、職員にどのような還元ややりがいがあるのか

を解いて納得させ、職員と地域住民が自らの手で作り上げたという実感が持てたところのみが、事業

を成功に導けた。それが、上述した社会福祉法人であった。 

また、それにつけ加えるなら、生活困窮者等だけではなく、地域のニーズを知る仕掛けづくりに長

けていたという点も挙げられる。さきの新潟県にある社会福祉法人東蒲原福祉会では、訪問介護も

事業として有し、訪問の在宅系事業も展開してきたからこそ、施設に入る前の段階から、地域の介護

のニーズを情報として整理できていた。 

そして、このような生活困窮者等と今後近い将来、それも高い確率で起こるといわれている大規模

災害を想定した際にどのように対応するか。特別養護老人ホームを有する社会福祉法人が、地域に

どう貢献し、施設としての機能を活用するのか。ほとんどの特別養護老人ホームが、福祉避難所とし

て指定を受けていることを考え合わせると、地域のニーズや地域内で埋没しがちな生活困窮者等に

対する様々な生活支援のニーズを正確に把握してこそ、次なる大災害にも備えられる。地域におけ

る様々なニーズの正確な把握をするための仕組みづくりやそのための仕掛けを、地域の当事者と職

員とで作り上げてこそ、なし得るものであることを最後につけ加えておきたい。 

（びわこ学院大学教授 烏野 猛） 
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〇全国老施協・全国研究会議、全国老人福祉施設大会より 

＜事例１＞ 
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＜事例２＞ 
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＜事例３＞ 
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限界集落の小規模多機能居宅介護施設で住民と共に１００円居酒屋を運営 

大分県国東市 社会福祉法人 安岐の郷 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○朝来地区の高齢者の状況（H25.8.1） 

65 歳以上: 367 人 前期高齢化率（％）54.5％ 75 歳以上：233 人 後期高齢化率（％）34.6％ 

そのうち朝来地区で一人暮らし老人：１０９人 

 

○西武蔵地区の高齢者の状況 

65 歳以上: 333 人 前期高齢化率（％）54.4％ 75 歳以上：234 人 後期高齢化率（％）38.2％ 

そのうち朝来地区で一人暮らし老人：80 人 

 

• 平成 20 年 3 月 31 日全校生徒数 17 名の朝来小学校が町内４小学校の統合により廃校 

• その数年前より「朝来小学校跡地を考える会」発足 

• 高齢者の福祉関係の誘致を望む声が多く、老人福祉施設への機運が高まる。 

• 平成 20 年 3 月議会で朝来小学校を鈴鳴荘へ無償譲渡（土地は賃貸）する議案が承認される 

• 平成 20 年 6 月から 9 月で、朝来地区 351 人（354 戸中）に聞き取り調査実施 

社会福祉法人の地域福祉活動 ② 

公益社団法人 全国老人福祉施設協議会 

鈴鳴荘

Ⅰ ロケーション

大分空港から車で10分の国東半島の入口に位置する安岐町の安岐町福祉ゾーン内（市有地）にありま
す。人口約9000人弱の農業を中心とした町で高齢化率は33.3％です。独居の高齢者の割合は18・5％

平成18年3月に東国東郡内の国見町・国東町・武蔵町・安岐町の4町が合併して国東市となりました。人
口は約3万1千人、高齢化率は37.19％です。

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今では地域が主役！ 

・平成１４年から続いた「あさぎりふれあい祭り」が高齢化により存続の危機 

「祭りをもっと元気にしたい！」 「居酒屋に日程に合わせるから一緒にやっちくれんかぇ・・・」 

⇒平成２３年１１月から第２土曜日の居酒屋と合同開催に 

・居酒屋のイベントは、地域の声と自主企画に・・・忘年会・新年会・手品ショー・着物ショー 

・コンサート・・・朝来小学校、朝来中学校校歌の大合唱。朝来民謡で踊りの輪 

・都会に出ていった方々にダイレクトメールを送り、居酒屋で同窓会 

 

・その町村を元気にするのはそこに住んでいる住民の力・・・そこに行政・事業所が力を貸すことで

大きな力になる 

・今では若者が少しずつ定着し、スクールバス１台では足らず中学生はタクシー通学に 

・農家民泊（６５歳以上の家庭）受け入れ・・・Ｈ２４年０から１０件へ → Ｈ２５年は２０件へ 

 

○Ｈ２５年４月：２階に８床の（サテライト）特養完成・・・なじみの地域で最期までを実現 

 

 

聞き取り調査結果

 

居酒屋をやることに・・・

• 平成２１年５月スタート⇒25年9月14
日実施まで一度も中止なし（53回
開催）

• 毎回の心配・・・何人来てくださるか
わからない（今では毎回１００人を
超える方々。最高約350人）

• やり始めてアルコール代が持たな
い！！

• 振興局の方が地元の酒蔵を訪問し
毎回アルコール（焼酎・お酒）無償
提供を約束してくれた・・・福祉も地
域連携が必要と実感

• ２1年１０月には、別府温泉のお湯を
運んで温泉が実現

• 地域の方の要望でお風呂も、利用
者用・地域の方の男風呂・女風呂と
３つ完備

 

地域の農作物で１００円市もスタート
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継続的に行うために

・平成２２年９月（スタートから１年半）に朝来サポート
センターのサポータークラブのクラブ員を募集したところ
４７人もの応援者が！

・現在は50人を超えている 運営推進委員会会
長を中心に居酒屋

応援隊発足

 


